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要旨  
文部科学省は、第 3 期教育振興基本計画における教育政策目標の一つとして「情報
通信技術（Information and Communication Technology：ICT）利活用のための基盤の
整備」を掲げている。今後、日本の教育現場では、ICT を導入した教育の推進がなされ
るとともに、ICT 環境の整備が急速に施されていくと考えられる。しかしながら、ICT
を導入した教育が推進されることについて、ハード面、ソフト面にかかわらず様々な
視点から賛否の議論がなされているのが現状である。そこで本論では、新学習指導要
領の中で積極的に推進されている ICT の環境整備に着目し、現状の分析や活用におけ
る課題点を考察する。特に ICT 環境整備における３つの場面である「情報教育」「教科
指導における情報通信技術の活用」「校務の情報化」の観点から分析、考察する。 
まず、「情報教育」に関しては、ICT 技能習得の必要性や、課題解決のための情報収
集及び情報処理、並びに ICT を活用したプレゼンテーション指導の重要性を論じる。
次に、「教科指導における情報通信技術の活用」の場面では、実際に ICT 導入をした小
中学校の調査や事例から、授業での効果的な ICT 活用方法や、ICT を活用した授業形態
モデルの構築の模索が課題であることを明らかにする。3 つめの「校務の情報化」につ
いては、情報教育における目的と課題を明らかにする。情報教育の目的については、教
室における ICT 化だけでなく、導入が遅れている校務環境の情報化が進むことで、各
種情報の分析・共有による作業の効率化、そして、保護者や地域との連携強化等によ
り、より良い教育体制形成が実現する可能性について考察する。また情報教育の目的
については、教育現場で ICT を活用するにあたり、生徒や教師、保護者が情報リテラ
シーや情報モラルの習得・向上することの重要性について論じる。 
本論は、今後急速に導入されていくであろう教育現場における ICT が、生徒、保護
者、教師、そして社会的に意義あるものとして有用性があることを明らかにする。そし
て ICT 導入の効果が、長期的かつ持続可能であるための様々な課題を考察する。 
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１．序論 研究の背景と目的  
  経済協力開発機構（OECD）が組織した Definition and Selection of Competencies：
Theoretical and Conceptual Foundations（DeSeCo）プロジェクトは、国際化と高度
情報化が進展し多様化する複雑な社会に適合をするための能力概念を「キー･コンピテ
ンシー」と定義した。そして、その内容を理論的に定義づけ、国際標準の能力評価と指
標の枠組みを構築するプロジェクトとした。 
2003 年に最終化された報告書では、このキー・コンピテンシーは、「従来の学力を含
む能力観に加えて、その前提となる動機付けから、能力を得た結果がどれだけの成果
や行動につながっているかを客観的に測定できることに主眼を置いた新しい能力概念
である」と定義された。現在このキー･コンピテンシーは、国際学力調査である PISA 調
査の基本枠組となっていると共に、欧州やオセアニア地域を中心に、多様な国の教育
政策にも直接影響を与えている。 
一方、日本では、「教育の情報化ビジョン（21 世紀にふさわしい学びと学校の創造を
目指して）」（平成 23 年 4 月 28 日）において、21 世紀の世界において生きていく基礎
となる力を「生きる力」と「情報活用能力」とされた。そしてこの概念は、OECD や欧
州委員会が提唱するキー・コンピテンシー等の主要能力と認識を共有していることが
明記された。それに基づき、教育の情報化ビジョンでは、キー・コンピテンシー育成の
ための適切な学びと学校の創造に取り組む方針を示している。 
これを受けて、第 2 期教育振興基本計画では、基本施策１の「ICT の活用等による新
たな学びの推進」において、「ICT の積極的な活用をはじめとする指導方法・指導体制
の工夫改善を通じた協働型・双方向型の授業革新を推進する計画」や「できるだけ早期
に全ての教師が ICT を活用した指導ができることを目指し、教師の ICT 活用指導力向
上のための必要な施策を講じる計画」が盛り込まれた。このように ICT 利活用のため
の基盤の整備については、第 3 期教育振興基本計画（2018 年 6 月 15 日）においても引
き続き教育政策目標の 1 つとなっている。 
 これらを踏まえ、文部科学省では、2018 年度以降の新学習指導要領の実施を見据え、
最低限必要でかつ優先的に整備すべき ICT 環境整備を中心に、「ICT 環境の整備方針」
を積極的に推進してきた。 
今後、教育現場において、急速に導入されていくであろう ICT の整備、活用は、生
徒、保護者、教師、そして社会的に、長期的かつ効果的に意義のあるツールでなければ
いけない。 
そこで本論では、教育現場で推進されている ICT 化について、「情報教育」、「教科指
導における情報通信技術の活用」、「校務の情報化」等の場面毎に現状を分析し、その課
題点について考察を行う。 
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2. 教育の情報化の 3 つの側面と前提課題  
2.1. 教育の情報化の 3 つの側面  
2011 年に策定された「教育の情報化ビジョン」には、ICT を通じて「情報教育」、「教
科指導における情報通信技術の活用」、「校務の情報化」の 3 つの側面から、教育の質
の向上を目指す方針が明示されている。 
「教科指導における情報通信技術の活用」に関しては、文科省と総務省が連携した「学
びのイノベーション事業」（2011～2013 年）による実証研究があるので紹介する。この
事業では、小学校 11 校、中学校 9 校、校の計 20 校が対象となり、ICT 導入した指導方
法の検証、学習者用デジタル教科書や教材の開発と活用、及びその効果の検証が実施
された。この実証校における意識調査の結果では、授業に対して、教師からも生徒から
も各々、およそ 80％のポジティブな評価が得られている。ここで特に重要視すべき点
は、3 年間の実証事業においてポジティブ評価が継続したことにあり、この評価の意味
合いとして、生徒の ICT 機器に対する興味は一過性ではなく、ICT を活用した新しい授
業形態に関する評価であると考えることができる。とりわけ 45分の単元授業において、
ICT をどの場面でどのように活用するのか、または生徒がどのような目的意識を掲げて
ICT を活用するのか、という点が極めて重要であると考える。 
 
2.2.教育における ICT 活用の前提課題  
前述した通り、「学びのイノベーション事業 実証研究報告書」において、3 年間の実
証事業の成果としてポジティブな結果が提示されている。しかし一方で、今後の課題
として、指導事例の改善の必要性が示唆され、さらにデジタル教材の充実、または教育
環境の整備、学校・家庭・企業との連携体制の構築について促進していくことが必要で
あることが明らかとなった。 
特に、これからの教育現場での ICT 環境整備の前提として、指導する側である教師
の ICT 活用指導力の向上が大きな課題だと言える。すなわち、若い教師からベテラン
教師までが、有効的に使用して授業デザインをするか、などの効率的な習得プロセス
の検討が必要である。そのうえで、ICT 活用の教科授業の在り方について議論すること
で、「学ぶシステム」を構築することができると考える。 
 
3. 情報教育  
3.1. ICT 技能習得について  
新学習指導要領は、情報活用能力を、言語能力、問題解決能力と並んで学習の基盤と
なる能力とし、学習内容の達成を図るためには情報活用能力が不可欠である、と言及
している。（文部科学省 2017a）。一方で、「平成 30 年度以降の学校における ICT 環境
の整備方針」（文部科学省 2017b）では、新学習指導要領を達成するための方針が明示
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されている。例えば、ハードウェアの機能の考え方において、「小学校中学年以上では、
いわゆるハードウェアキーボードを必須とすることが適当である」と示している。こ
のように、小中学生の情報活用能力を育成するうえで、ICT の技術習得は不可欠である。
特に中学年以上の生徒はキーボード入力を活用して、多様な学習展開を進めることが
理想的だと言える。 
またキーボード入力以外にも、ファイルやフォルダデータの保存機能、コピーや貼
り付け機能、ショートカット機能の修得についても習得を促すことが適当である。さ
らに、活用可能なアプリケーションの幅が広がることで、付帯知識が向上し、生徒の情
報活用能力の育成の基礎が図れると考える。 
 
3.2. 課題解決のための情報収集の指導  
堀口（1999）は、教師が生徒に対して問題を設定することで、生徒はその問題を解決
するため、情報収集・加工・発信といった一連の行動を自発的に実施すると言及した。
情報活用能力は、統合的な学習において問題解決のための学習や教科学習を担う基礎
となる能力である。すなわち、問題解決的な学習の展開が考慮される教科学習や統合
的な学習では、情報活用力が基盤となることで、適切かつ充実した問題解決学習を達
成することが可能になる。 
学習指導要領では、2002 年度より進められている統合的な学習目標の 1 つに「より
よく問題を解決する能力を育てる」と明示されている。これは「問題解決的な学習」そ
のものであり、先述した情報活用能力を育くむことにも深く関連していることが分か
る。しかしながら、小学校現場では、「コンピュータが使えるようになればよい」、「学
習過程にインターネットを活用すればよい」といった声も聞かれるのが現状である。 
このことから、特に学習指導要領による情報教育に関する詳細な体系化が実施され
ていない学校においては、単なる ICT 技術の習得だけでなく、ICT を活用して、実際に
問題解決を図る能力を育くむ枠組みを構築することが重要であると考えられる。 
 
3.3. 課題解決のための情報処理指導  
学習指導要領の解説で明示されている 4 つの学習過程には、①課題の設定、②情報
の収集、③整理・分析、④まとめ・表現がある。統合的な学習時間の充実では、単元計
画を再考し、この 4 つの学習過程を連携的に機能させることにより、生徒の豊かな思
考を育成する指導を図ることが重要となる。 
それには、主に生徒によって収集された情報を整理し、そして分析するプロセスに
おいて、考えを広げる「拡散的思考」、考えをまとめる「収束的思考」、考えを見直す
「批判的思考」の 3 つの思考を育成することが効果的であると考えられる。3 つの思考
プロセスは以下のような内容となっている。 
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・考えを広げる 
自身における考えを伝えようとする際に、収集した意見の仕訳を容易にするツール
を使用することで、友達と様々な情報共有を行い、新しい視点に気付く。 
・考えをまとめる 
多種多様な考えを 1 つに整理する際に、考えの再形成を容易にするツールを使用す
ることで、相違する視点からの情報も参考しながら、次の活動で検証することを明ら
かにする。 
・考えを見直す 
自身の考えを再検討し、論拠を明示する際に、共通点や相違点の再考を容易にする
ツールを使用することで、友達との考えや意見を比較検討し、課題における見方や考
え方を明らかにする。 
これらの思考プロセスを情報教育に積極的に導入することによって、情報整理の効
率化が実現できると考えられる。 
 
3.4. 情報のまとめ・表現における ICT 化  
文部科学省による調査では、全国の公立小、中、高等学校、特別支援学校におけるタ
ブレット端末の整備は、2016 年 3 月時点で約 25 万台である。これは 1 年前に比べて約
3.5 倍の伸びを示している。また、近畿大学付属高等学校では、2012 年から、学校に
WiFi 環境を整え、全生徒にタブレット端末を持たせ、e ラーニング教育を実践してい
る。その結果、生徒自身がまとめた情報を、それぞれの手法で、そして主体的に発表、
表現する姿が見られたという報告がある。画像編集が得意な生徒、見出しを作るのが
得意な生徒など、生徒一人一人の新たな力を発揮できたとの報告もある。生徒に配る
プリントの配布時間や板書の時間が減少し、効果的に授業が実感できたとのことであ
った。このように、教育現場において効率的な授業環境が拡大してきていると考えら
れる。 
またタブレット端末を使用するメリットとして、持ち運びやすいという携帯性や操
作機能性がある。重量のある PC とは異なり、軽量であるタブレット端末を自由な場所
で使用でき、編集や撮影したものを用いてプレゼンテーションすることが可能である。  
しかしながら、タブレット端末を活用しながら、生徒主体の授業を実現するには、指
導者のスキル向上が不可欠である。また、そのためのアプリやソフトの開発も必要に
なってくるであろう。さらに、指導者が活用場面を認知し ICT 環境を活用した上で、
学習指導要領の変化に沿って日々再検証していくことが大切である。 
授業における ICT の活用は、授業の効率化である前に、生徒にとっての教育的意義
がプライオリティであると考える。 
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3.5. ICT を活用したプレゼンテーションの指導  
生徒が与えられた課題に対して、コンピュータやプレゼンテーションソフトを使用
しながら、効果的に発表することは、情報発信の観点としても大切な学びである。した
がって教師は、プレゼンテーション能力を育む教育も重要になってくると考えられる。
例えば各教科や統合的な学習時間において、生徒が課題や問題解決に対して調査活動
などを進め、成果を整理し、最終的に発表するとする。そこで教師は、生徒がコンピュ
ータやソフトウェアを効率的に導入しながら、第三者に対して、理解しやすい発表が
行えるような指導や意見交換などの学習活動の支援が重要である。 
また、教師は、生徒がプレゼンテーション資料を作成する際、文字による論理的な発
表内容の構築指導はもちろん、デジタルカメラなどを活用して、写真や映像を組み込
むことで、発表内容を具体的かつ分かりやすく示すなどの指導も重要である。具体的
には、［簡易教材提示］機能を活用しながら、ノートの内容や具体物を提示して発。あ
るいは［ディジタルコンテンツ作成］機能で撮影した実験や観察の様子の映像を組み
入れることで、発表の表現の仕方に幅をつくる。このような効率的かつ実用的な表現
方法の指導も重要な観点であると考えられる。 
このように教師は、ICT を導入の拡大とともに、プレゼンテーションにおける知識や
スキルが求められると考えられる。 
 
3.6. プログラミング教育の指導  
小学校学習指導要領では、プログラミング教育について触れている。ここでは、「子
供達に、コンピュータに意図した処理を行うように指示することが出来るということ
を体験させながら、将来どのような職業に就くとしても、時代を超えて普遍的に求め
られる力としての「プログラミング的思考」などを育成するものがプログラミング教
育である。」と提示されている。「プログラミング的思考」とは、「自分が意図する一連
の活動を実現するために、どのような動きの組合せが必要であり、1 つ 1 つの動きに対
応した記号を、どのように組み合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改善
していけば、より意図した活動に近づくのか、といったことを論理的に考えていく力」
である。近年学校内外での実施が進められているプログラミング教育には、論理的思
考能力や創造性、問題解決能力といった資質、能力を育むという側面と、コンピュータ
を動かすために必要なコーティング(プログラミング言語を用いた記述方法)を学ぶと
いう両側面がある。学校と民間が連携した、意欲的な取り組みが広がりつつある一方
で学校教育として実施する場合に社会教育と同様の進め方でよいのか、小学校段階で
子どもたちにどこまでの力を育むことを目指せばよいのか、時代とともに技術が変化
しても行かせる能力が身につくのかどうか、日本のカリキュラムに合った教材が新た
に開発できないかなど、実施に当たって解消されるべき点も多い 1）。 
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また、プログラミング教育は、教育の情報化に関する先進諸国でも推し進められて
いる。中でも英国(イングランド)では、平成２６年から従来の「ICT」をあらため、新
たな教科「Computing」を小学校から高等学校までの系統的な教科として位置付け、初
等教育からプログラミングを教育内容として取り入れている。特に初等教育でのプロ
グラミングは、実体物を動かしたり、図やアニメーションを制作したりする体験活動
を通して、論理的思考能力を育む手段として扱われている 2）。 
これらの報告等から、プログラミング教育の特徴である「細分化して、筋道立てて考
える活動」の重要性は、世界水準であることが分かる。教師はプログラミング教育の意
義や目的を十分に理解し、日本のカリキュラムに即した授業を実践していくことが重
要であると考えられる。 
 
4. 各教科指導等における ICT 活用  
4.1. 授業での効果的な ICT 活用  
文部科学省は 2018 年 10 月に、「平成 29 年度学校における教育の情報化の実態等に
関する調査結果」を開示した。この調査では、ICT を活用した授業を推進する環境に関
して、①教師の校務用コンピュータの整備率、②校内ＬＡＮ整備率、③超高速インター
ネット接続率、④電子黒板のある学校の割合などが示された。この結果を受け、独立行
政法人メディア教育開発センターは、「教育の情報化の推進に資する研究（IT を活用し
た指導の効果等の調査等）報告書」（2006）を発表した。この報告書では、ICT を有効
的に導入した授業は、導入していない授業と比較し、生徒の「知識・理解」「関心・意
欲・態度」「思考・判断」が向上したことが明らかになった。しかしながら、単に授業
で電子黒板や実物投影機を使用しただけで教育効果の向上が期待できるものではない。
あくまでも ICT は授業の目標を成し遂げるツールとしての位置付けとして活用するこ
とが大切である。また、ICT 活用を前提とする上で、授業内容のどのような場面で ICT
を組み込むと効果的かなど、常に検証を繰り返すことで、さらなる教育効果の向上に
繋げることができると考える。 
 
4.2. 導入部分での ICT 活用  
生徒 1 人 1 人に課題を深く理解させるうえで、コンピュータをはじめ、電子黒板な
ど提示装置を有効的に活用しながら資料を効果的に使用することは不可欠である。こ
れまでにも、主にコンピュータ教室で、教師から生徒へ一斉にデータ送信することや、
プロジェクタを使用した教材提示による指導が行われてきた。45 分間という限られた
授業時間のなかで、特に授業の導入部分において、学習課題を明確に理解させること
は非常に大切である。これを実現させるには、情報機器を効率的に使用しながら、1 人
1 人の生徒が課題を明確に把握し、興味を抱きながら学習する環境作りが必要である
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と考えられる。具体的には、授業で使用する作品などを USB カメラ（［簡易教材提示］
機能）などで撮影し、プロジェクタによって拡大提示することによって、生徒に対し学
習課題を詳細に理解させることができると考える。 
 
4.3. ICT を活用した授業形態モデルの構築  
情報活用の授業では、情報収集の段階、整理する段階、伝える段階など、複数の段階
があり、各段階において適切な授業形態モデルをデザインできるか、そこでの授業の
在り方や、教師の取り組み方などを検討することが重要であると考えられる。 
基礎的な学習段取りの構築や教師による授業デザインの手法を考慮すると、導入場
面では、まずは生徒に修得目的を抱かせることが大切である。さらに、その後の展開に
よって、いかに学習内容を設定するのか、そして、「まとめ」によって、生徒が感じた
情報やまとめた事象をどのように共有するのか、ICT 活用を前提に検討し、適切な授業
形態モデルを構築していくことが不可欠となる。 
 
5. 情報モラル  
5.1. 情報モラル教育  
学習指導要領改訂におけるポイントの 1 つに「情報モラル教育」がある。この情報
モラルについては、「情報教育」から独立した新たな章として記載されている。このこ
とから、「情報モラル教育」は重点項目にあたることがわかる。「情報モラル」とは、「情
報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度」と定義されている。情報機
器は、今や仕事や社会生活にとってなくてはならないものになっており、学校の授業
でも例外ではない。指導要領において、情報教育やコンピュータの活用は、「各教科等
の指導で行う」と示されている。ただし、コンピュータの使い方を覚えたり、「統合的
な学習の時間」の調べ学習で ICT を活用したりするだけでなく、例えば、国語や理科
など毎日の教科の授業においても、情報収集をはじめ、調べたことを整理するなど、積
極的に取り入れることが必要である。このような学習活動を通じて、「基本的な操作」
に沿って、「情報モラル」を身に付けさせることは重要だと考えられる。実際に学校現
場では、道徳の時間において、情報モラルに関する指導を充実させているところも多
くなってきている。 
 
5.2. 情報モラル教育の指導内容の理解  
文部科学省は、情報モラル教育における学習内容について、①情報発信による他人
や社会への影響について考えさせる、②ネットワーク上のルールやマナーを守ること
の意味について考えさせる、③情報には自他の権利があることを考えさせる、④情報
には誤ったものや危険なものがあることを考えさせる、⑤健康を害するような行動に
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ついて考えさせる、といった 5 点を強調している。情報モラル教育に関する小・中学
校向けパンフレットでは、「心を磨く」「知恵を磨く」という 2 つの側面より、年間を
通じて複数の教科などで情報教育を計画的に導入することを目標としている。 
情報モラルの理解は、机上の知識として学ぶだけでなく、日常における実際の行動
の下、考えることが必要である。そのうえで、学校での日常的な学習の中で、反復しな
がら着実に理解していくことが不可欠であると同時に、一方では家庭の協力も不可欠
である。 
 
6. 校務の情報化  
6.1. 校務の情報化の目的  
前述の通り、学校における授業では、コンピュータやネットワークの導入及び有効
活用によって、学力向上に大きな効果が得られると考えられる。一方で、校務の領域で
は、コンピュータやネットワークの導入が遅れており、情報化の推進を加速していく
必要性が高いと感じられる。校務の情報化は作業効率の向上に繋がり、教師が生徒の
指導に対して、個別に多くの時間を割くことが可能になる。また、各種情報の分析・共
有から、これまで以上に細部まで行き届いた学習指導が実現できると考えられる。さ
らに、保護者や地域との連携強化も、校務の情報化の目的の１つである。Web ページか
ら情報発信を行うことにより、従来は発信されなかった学校生活に関する情報が、保
護者や地域にも伝わることになる。これによって、保護者や地域との連携が促進され、
相互協力により教育活動に当たる体制を形成・強化するきっかけが生まれる。また、情
報セキュリティの確保という点からも、校務の情報化は重要である。近年、各人の所有
PC におけるデータの持ち出しなどから情報の流出や紛失が増加しており、大きな社会
問題となっている。これらは、校務の情報化の徹底により、セキュリティの確保された
安全なサーバ上で情報を一元管理することで、リスクを大幅に事前回避できる。 
 
6.2. 校務情報の整理と管理  
学校では、学校運営や管理に関する情報をはじめ、学習指導や教材に関する情報、生
徒の生活指導などに関わる個人情報、地域や保護者に対して公開すべき情報など多種
多様な情報を取り扱っている。 
しかしながら、これらの情報は学校全体で共有されずに単独に取り扱われているケ
ースも散見される。校務の情報化では、このような情報を整理し、効率的に活用できる
ようにすることが必要であると考える。校内で扱っている多様な情報を選出し、誰が
どのように利用しているのか、そして、どのように共有していくかなどを精査した上
で、ICT 化を推進していくことは重要である。 
また、ICT 化を充実させるうえで、情報の取り扱いに関する考え方や、情報を運用す
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るための取り扱い基準、さらにはマニュアル等を策定し、全ての教師が共通理解の下、
適切に情報運用を進められるような環境を整備することが不可欠である。特に、個人
情報などに関しては、地域や学校単位で情報セキュリティポリシーを策定し、情報流
出や漏えいなどが発生しないように対策を徹底することが不可欠である。 
 
7. ICT 環境整備のための財源  
これまでに教育 ICT 化の重要性を述べてきたが、これらの ICT 化整備のための財源
に関しては、2018～2022 年度の 5 か年計画で、単年度 1,805 億円の地方財政措置が講
じられるとされている。各自治体は、この予算に基づき、学校 ICT 環境の整備にあた
っている状況である。また今後は 2020 年度からの「新学習指案要領」に向け、新たに
示された ICT 化を達成することが求められる。「新学習指導要領」実施を目前に控え、
生徒の学習や教職員の校務に支障をきたすこと無く ICT 環境が整備されることが重要
課題である。しかし、2017 年に実施された実態調査では、大多数の学校で目標とする
水準を達成しておらず、地方公共団体間でも大きな格差があることから、ICT 環境整備
の財源は未だ不十分であると考えられる。 
 
8. 今後の課題  
ICT 環境整備や活用に関する課題として 3 つの格差が指摘されている。すなわち、①
ICT 整備に対する意識の格差、②ICT 活用における IT リテラシーの格差、③教育 ICT
機器整備の地域格差である。 
ICT 整備に対する意識格差の問題では、文部科学省や学識者をはじめとする、ICT 整
備を積極的に「推進する側」と、ICT 機器を「利用する側」にある教職員や保護者との
意識に格差が生じている状況がある。 
 公立校の場合は、ICT 整備の導入を検討・決定する教育委員会と、ユーザーとなる学
校現場の教師では、職場が異なっていることが要因の 1 つとして考えられる。この理
由としては、学校に ICT 機器が整備されたが、活用方法まで教育委員会と確認できて
いるわけでなく、学校現場に裁量がゆだねられるケースが多いため、困惑を示す教師
も少なくないと思われる。このような点が意識格差の是正に向け、ICT 機器における有
用的な活用の本質を十分に理解するための多面的な研修会や情報収集の場が求められ
ている。 
 一方、私立校では、ICT の整備と導入後の利活用まで同じ職場で一体となって検討さ
れるケースが多い。ICT 導入に関して、生徒の学力向上だけでなく、職場の業務改善を
はじめ、学校の魅力度向上においても必要性を見出せた学校では、ICT 環境整備への意
欲は向上するが、ICT の必要性を見出せない学校においては、当然 ICT の整備は重要視
されず、対応も遅れがちになる傾向が強い。 
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 次に、保護者と ICT 整備推進側の意識格差を概観すると、保護者は、ICT 整備費用を
税金や学費などの形で、設備投資的に負担する側にいる。保護者世代は、従来型の学校
教育方針の環境下で育ってきた割合が高く、子供の学力向上に ICT 活用を積極的に求
める声は少ないと考えられる。さらには、空調設備の整備や防災防犯対策の強化、安心
して子供を預けられる環境の整備、そして、教師の増員から質や熱意に対する注文ま
で、ICT における環境整備以外に関心が寄せられている状況にある。 
 将来の社会を担う子供の育成には、ICT の整備を加速し、効果的に活用することが欠
かせない。このことから、ICT 整備を主導していく側によって、教職員や保護者への啓
発活動を積極的に進めていくことも重要課題であると考えられる。 
ICT 活用における IT リテラシーの格差では、教師は、業務量が多く、忙しい職種と
されている。「過労死等防止対策白書（2018 年度版）」によると、教職員 1 日当たりの
平均勤務時間は、通常期で 11 時間 20 分に上っている。生徒が登校してから下校する
まで、殆どの時間を職員室のデスクではなく、教室や廊下、体育館やグランドで過ごす
ため、ICT 環境を受け入れ活用するための研修が不十分となり、ICT 機器を開発する民
間企業と教師との間に IT リテラシーの格差が生まれているように見受けられる。 
ICT 機器のユーザーは、学校という空間にいる教師や生徒であることを踏まえると、
企業が開発・提供する製品も、もっとユーザー寄りの内容にしていく配慮が必要であ
る。例えば、ICT 機器を導入したが殆ど使用していない、操作方法が困難なため、現場
での利用に対しては ICT に詳しい一部の教師に確認しなければならない、といった幾
つかの問題点が、ICT が普及するほど浮き彫りになる傾向が強いと考えられる。 
 
9. まとめ  
本論では、「第 3 期教育振興基本計画」において、今後 5 年間の教育政策の目標と施
策の一つに「ICT 利活用のための基盤の整備」が掲げられていることから、ICT を活用
した教育の情報化について検証を行った。特に、「情報教育」、「教科指導における情報
通信技術の活用」、「校務の情報化」の 3 つの側面から、ICT 活用の目的及び現状におけ
る課題、今後の傾向や理想的構築について言及してきた。  
昨今の日本おいて、ICT 化を視野に入れたデジタル教科書・教材等の標準化の検討が
全国の教育の現場で進んでおり、実際にタブレットを購入し、実践している学校もあ
る。今後、教育の情報化が進むに伴い、ICT 機器、ネットワーク、あるいはそれを含有
したコンテンツ、ソフトやアプリが多様に開発されると予想される。これらをどのよ
うに導入していくかについては、3 つの課題が導き出される。 
一つ目は、学校現場において、ICT 機器を組み合わすことのできる枠組みや環境構築
を的確に精査することの必要性である。将来的には、認証や課金、または校務システム
との連携、さらには学習記録の保存などを含めた付加価値的なサービスの創出が必然
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である考えられる。 
二つ目は、教師自身が、情報化教育について深く理解し、常に情報や知識をアップデ
ートすることである。生徒が情報化教育を通して効果的、継続的に学んでいくために
は、教師自身が情報教育のメリットとデメリット、また情報モラルについて、常に社会
の変化と情報教育を相対的に把握しておくことが必須であり、ICT 機器導入における環
境設定の大切な項目の一つといえるのではないかと考える。また、そのために学校や
教師の情報リテラシーの格差を埋めることも重要である。 
三つ目は、情報化教育に携わるすべての関係者が、「ICT の活用の目的や意義は、生
徒の生きる力の育成のため」ということを、見失わず進めていくことである。今後教育
現場では、ICT 機器の導入によって様々なメリットがあると予想される。例えばペーパ
ー類の削減や、板書時間の削減、学校事務の軽量化、効率化におけるメリットは明確で
即効性が見込まれるであろう。しかしながら、ICT 導入におるける最大のメリットは、
生徒自身の生きる力の獲得でなければならない。つまり、ICT 機器の導入において、ハ
ード面の整備は急務ではあるが、それが目的になってしまわないことである。したが
って ICT 導入におけるソフト面に関しては、①現状の把握、②調査、③議論、④実践、
のサイクルを継続していくことであると考えられる。 
教育現場における情報化の重要性とは、ハード面、ソフト面ともに、「学びあい」で
あり、環境を構築していく上では、「プライオリティ」であると考える。そして、最終
的には、情報教育における教育的意義の概念を、形式知として確立していくことが、学
校現場における情報化の有用性であると考える。 
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Study About Usefulness of Informatization on  
the Field of Education: 
With a Focus on Utilizing ICT in Elementary and  
Junior High School  
 
Tomohiro ATARASHI  
 
Abstract 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology holds “Preparing 
environment for utilizing Information and Communication Technology” (hereafter 
“ICT”) as one of the objectives of the Third Basic Plan for Promoting Education. In 
Japan, that environment will be prepared rapidly with arguments for and against. 
Therefore, this paper focuses on preparing that environment, analyzes the present 
condition and problems. 
First, this paper addresses “Information Studies”, stating the necessity of 
learning ICT skills, the importance of collecting and processing information to solve 
issues and presentation using ICT. Second, this paper argues about “Utilizing 
Information Technology for Subject Teaching”, by mentioning research about 
elementary and junior high school introduced ICT, revealing how to utilize ICT in 
classes and that the issue in constructing an in-class model. Finally, this paper 
discusses issues on “Computerization of School Affairs”, arguing that the better 
education system will be formed not only by ICT in classes, but also by 
computerizing school affairs so they can streamline tasks and strengthen the 
connection with parents and the local community. Additionally, this paper 
addresses the importance of information ethics for ICT. By these facts, this paper 
expects ICT for education to be realized effectively on a long-term for various 
stakeholders. 
 
Keywords： Informatization on the field of education, Utilization of ICT, 
Information ethics 
 
